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 オンライン資格確認導入の背景には、少子高齢化の状況下において、質が高く、効率的

な医療・介護サービスを提供するために医療データの利活用基盤を構築し、個人の状態に

あった健康管理と医療・介護を提供するという目的があります。医療機関にとっては、オ

ンライン資格確認を導入することにより、必要項目の手入力による作業コストの削減や患

者の資格情報をいち早く確認できるようになります。今までは患者の資格確認をするため

に、健康保険証に記載されている必要な項目（保険証記号・番号、氏名、生年月日、住所

など）を医療機関システムへ一つずつ入力する必要がありました。さらに、その場で資格

情報を確認することが難しいため、レセプトが返戻された際に被保険者の資格情報がわか

らず、医療費の一部を医療機関が負担せざるをえないといった現状もありました。 

 こうした背景の下、オンラインで患者の資格情報を確認できる「オンライン資格確認」

が2021年10月からスタートしました。 

 

◆オンライン資格確認の概要 

 
（出典）厚生労働省 オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け）  

オンライン資格確認の概要と利用需要の見通し 1｜ 

１｜オンライン資格確認とは     
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 2022年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2022」において、保険医

療機関・薬局に、2023年４月からオンライン資格確認導入を義務付け、2024年度中を目途

に保険者による健康保険証発行の選択制の導入を目指し、さらにオンライン資格確認の導

入状況等を踏まえ、健康保険証の原則廃止を目指すと明記されました。このことから、政

府はマイナンバーカードの健康保険証利用を強く推進していく考えです。 

 また、2022年６月30日からマイナポイント第２弾が開始され、総務省主導のもと手続き

を行うことにより、マイナンバーカードの健康保険証としての利用申込みで7,500円分のマ

イナポイントが付与される事業が実施されています。 

 この他、マイナンバーカードの取得で5,000円分のマイナポイント（マイナポイント第１

弾で既にポイントを取得している場合は対象外）、公金受取口座の登録で7,500円分のマイ

ナポイントをそれぞれ登録した決済事業者を通じて獲得することができます。 

 

◆マイナポイント第２弾の概要 

 

（出典）総務省 2019 マイナポイント事務局ホームページ 

 

 このように、マイナポイントを付与することでマイナンバーカードの普及やマイナンバ

ーカードの健康保険証利用を促す取組が行われており、急速にマイナンバーと健康保険証

の紐づけが個人単位で行われていくことが考えられます。 

 一方で、患者がマイナンバーカードを健康保険証として利用するためには、医療機関に

おいてオンライン資格確認が導入されている必要があります。 

 2022年７月24日現在、オンライン資格確認の導入予定施設数割合は、約60％で、医科ク

リニックに限定すると約50％と、まだまだ普及しているとはいえない状況です。 

２｜マイナンバーカードによる健康保険証利用の増加が見込まれる     
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◆オンライン資格確認システムの導入状況 

 

（出典）厚生労働省 オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け） 

 

 利用実績をみると、オンライン資格確認がスタートし、今日に至るまで順調に利用件数

が増加しています。2022年６月の利用件数をみると、約5,200万件の利用件数が確認され、

マイナンバーカードでの資格確認は約26万件あり、今後も利用増加が見込まれます。 

 

◆入院患者数推計 

 
（出典）厚生労働省 オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け）  



マイナンバーカード普及で需要が拡大する オンライン資格確認の概要と導入事例 

                           医業経営情報レポート 4 

 

 

 

 オンライン資格確認を導入することで様々なメリットがあります。そのうち、「厚生労働

省 オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け）」に示さ

れている主な導入メリット等について紹介していきます。 

 

（１）即時に資格確認ができることでレセプト返戻が減り、窓口の手間を削減できる 

 オンライン資格確認を導入することで患者の保険資格がその場で確認できるようになる

ため、資格過誤によるレセプト返戻が減り、窓口業務が軽減されます。 

 ただし、資格確認の対象となるのは、健康保険被保険者証、国民健康保険被保険者証、

後期高齢者医療被保険者証等の保険者がシステム管理している証類です。自治体が管理し

ている公費負担・地方単独事業に伴う証類は運用開始時点では対象にならず、引き続き検

討することとしています。 

 

◆オンライン資格確認による受付 

 

（出典）厚生労働省：オンライン資格確認の導入で事務コストの削減とより良い医療の提供を～データヘルスの基盤として～ 

 

（２）薬剤情報や特定健診等情報を閲覧できる 

 常時、支払基金・国保中央会とオンラインで接続されるため、支払基金・国保中央会の

情報を医療機関・薬局に提供することができるようになり、マイナンバーカードを用いて

本人から同意を取得した上で、薬剤情報や特定健診等情報を医療機関・薬局で閲覧するこ

オンライン資格確認導入のメリット ２｜ 

１｜オンライン資格確認導入のメリット     
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とが可能です。薬剤情報は、レセプトから抽出された情報となります。 

 注意点としては、「マイナンバーカードによる資格確認」でなければ患者の薬剤情報・特

定健診等情報を取得することができないという点です。 

 

◆薬剤情報や特定健診等情報の閲覧 

 

（出典）厚生労働省：オンライン資格確認の導入で事務コストの削減とより良い医療の提供を～データヘルスの基盤として～ 

 

（３）来院前に事前確認できる一括照会 

 一括照会では、事前に予約されている患者等の保険資格が有効か、保険情報が変わって

いないかを把握することができます。なお、確認した保険資格が資格喪失等により無効で

ある場合、受付時に資格確認を行う必要があります。 

 

◆オンライン資格確認における一括照会 

 
（出典）厚生労働省：オンライン資格確認の導入で事務コストの削減とより良い医療の提供を～データヘルスの基盤として～ 
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（４）限度額適用認定証等の連携 

 オンライン資格確認を導入すれば、加入者（患者）から保険者への申請がなくても自己負担

の限度額情報を取得でき、患者は限度額以上の医療費を窓口で支払う必要がなくなります。 

 

◆医療機関で同意した場合に閲覧可能な項目 

証の種類 概要 表示内容 

限度額適用認定証 高額療養費制度の適用区分を表す証 適用区分 

限度額適用・ 

標準負担額減額認定証 

高額療養費制度の適用区分及び入院時の食費等 

の減額の対象者であることを表す証 

適用区分 

（長期入院該当年月日） 

特定疾病療養受療証 特定疾病の認定を受けたことを表す証 
認定疾病名 

（自己負担限度額） 

適用区分：自己負担限度額を算出する際に適用する区分。適用区分は、被保険者等の標準報酬や前年度所得 
     の水準に応じて設定される 
認定疾病：①人工透析治療を必要とする慢性腎不全 
     ②血漿分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または先天性血液凝固第Ⅸ因子障害 
     （いわゆる血友病） 
     ③抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（HIV感染を含み、厚生労働大臣が認める 
      者に係るものに限る） 
※特定疾病療養受療証はマイナンバーカードによるオンライン資格確認の時のみ、本人が同意した場合、医 
 療機関・薬局で閲覧可能とする。 

（出典）厚生労働省：オンライン資格確認の導入で事務コストの削減とより良い医療の提供を～データヘルスの基盤として～ 

 

 2022年診療報酬改定に伴い、オンライン資格確認を導入していれば診療報酬で「電子的

保健医療情報活用加算」を算定できます。ただし、マイナンバーカードによる資格確認で

なければ患者の薬剤情報・特定健診等情報を取得することができないため、算定できるの

は、2024年３月31日までの時限的措置である初診時の３点のみとなります。 

 

◆電子的保健医療情報活用加算の概要 

●算定要件 

 電子資格確認により、当該患者に係る診療情報等を取得した上で診療を行った場合に、月１回

に限り算定する。 

●点数 

初診の場合：７点（初診料に加算） ・再診の場合：４点（再診料に加算） 

●施設基準 

（１）電子情報処理組織の使用による請求を行っていること 

（２）電子資格確認を行う体制を有していること 

（３）電子資格確認に関する事項について、当該保険医療機関の見やすい場所に掲示していること 

●経過措置 

 2024年３月31日までの期間に限り、診療情報等の取得が困難な場合又は他の保険医療機関から

当該患者の診療情報の提供を受けた場合は、初診の場合のみ３点の加算が可能。 

 

※経過措置の期間内であれば、初診の患者がマイナンバーカードを持参しなかった場合でも、初

診料に３点を加算することができる。再診の場合は経過措置の対象外。 

２｜オンライン資格確認導入による診療報酬上のメリット     
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 オンライン資格確認の利用に向けた準備作業は、以下の４ステップです。 

 

◆準備作業のステップ 

 

（出典）厚生労働省：オンライン資格確認の導入で事務コストの削減とより良い医療の提供を～データヘルスの基盤として～ 

 

（１）顔認証付きカードリーダー選定・申し込み 

 医療機関等向けポータルサイトの「顔認証付きカードリーダーカタログ」にて、製品紹

介動画等を閲覧の上、いずれの製品を希望するかを検討します。2022年７月10日現在では、

５社の製品から選択することができます。 

 

◆顔認証付きカードリーダーのメーカーと製品名 

●富士通Japan 株式会社 ⇒ Caora(PD-CA01) 

●パナソニック コネクト株式会社 ⇒ 顔認証付きカードリーダー(XC-STFR2JMN) 

●株式会社 アルメックス ⇒ Sma-paマイナタッチ(CPS-100W) 

●キヤノンマーケティングジャパン株式会社 ⇒ Hi-CARA(UFT-S190S(NU)) 

●アトラス情報サービス株式会社 ⇒ EXC-9000 

導入手順と補助金の概要 ３｜ 

１｜オンライン資格確認の利用に向けた準備作業     
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（２）システムベンダへ発注 

 システムベンダへ連絡し、見積を依頼する際に「導入を希望する時期」「顔認証付きカー

ドリーダーの製品名」を伝えます。見積内容を確認した後に発注します。 

 

（３）導入・運用準備 

 オンライン資格確認利用申請を医療機関等向けポータルサイトで行います。オンライン

資格確認とあわせてレセプトのオンライン請求の開始を希望する場合は、上記申請の中で

まとめて申請することが可能です。 

 導入作業完了後、システムベンダによる運用テストを行います。システムの導入や運用

開始の準備が完了したら、医療機関等向けポータルサイトでの運用開始日の入力を行いま

す。 

 医療機関等向けポータルサイトに掲載の動画【導入後の業務と機能編】、運用マニュアル

等で導入後の受付業務等の流れを確認した後、オンライン資格確認の導入を踏まえた受付

業務等の変更点も確認します。 

 患者向けに掲示を行っている「個人情報保護の利用目的」については、オンライン資格

確認の利用開始に伴い一部更新が必要です。 

 

◆個人情報保護の利用目的の例示 

 

（出典）厚生労働省 オンライン資格確認導入に向けた準備作業の手引き 
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 また、オンライン資格確認に対応していることを示すポスター・ステッカーの掲示を行

います。ポスター・ステッカーや顔認証付きカードリーダーの使い方等の広報物は厚生労

働省ホームページからダウンロードできます。 

 

（４）補助金申請 

 オンライン資格確認関係補助金申請を行います。補助金申請は、医療機関等向けポータ

ルサイトで申請可能です。 

 

 

 

 補助金の概要は以下のとおりです。クリニックにおいては、申請することで顔認証付き

カードリーダーが１台無償提供されます。 

 その他、オンライン資格確認に必要となる請求回線の導入や、レセプトコンピュータ、

電子カルテシステム等の既存システムの改修等も補助の対象となります。 

 補助は、2023年３月末までに補助対象事業を完了させ、2023年６月末までに補助金交付

申請をしたものが対象となります。 

 

◆補助金の概要 

 

（出典）厚生労働省 オンライン資格確認の導入について（医療機関・薬局、システムベンダ向け） 

２｜補助金の概要     
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なお、対象になるのは「ビタミン剤が薬事承認の内容に沿って投与された場合のみ」な

の 

 

 

 以下に、医療機関等向けポータルサイトで掲載されているオンライン資格確認の導入事

例を紹介します。 

 

 

（１）オンライン資格確認を導入しようと思った理由 

 Ａ内科クリニックは、地域に根ざした医療機関としての信頼を築いてきました。親子代々

の患者に加え、地域性から転勤族も多く、様々な年代層を対象にホームドクターとして循

環器科を中心とした一般内科診療を手がけています。 

 オンライン資格確認を導入しようと思った理由は、健康保険証だけでは正しい本人確認

ができない等の理由から導入を検討されました。 

 

◆オンライン資格確認を導入しようと思った理由 

●転勤族が多いという土地柄もあって、オンライン資格確認による本人確認に魅力を感じたから 

●マイナンバーカードでの本人確認により、最新の資格情報を確認できるだけではなく、診療に

有用な二次情報（薬剤情報等）も閲覧できるから 

●本人確認が簡単確実にできるシステムの利便性を感じたから 

 

（２）オンライン資格確認導入による効果 

 オンライン資格確認の仕組みを活用し、受付業務が改善されました。スタッフからは「業

務量が２割程度は減少した」という声も挙がりました。 

 また、初診患者でマイナンバーカードを持参されたときは、入力作業がほとんどないこ

ともスタッフから喜ばれたようです。 

 

◆オンライン資格確認導入による効果 

●マイナンバーカードの有無に関わらず、健康保険証記号・番号でレセプトコンピュータから照

会することで、有効性が即座に確認できる 

●健康保険証情報の見直し作業が削減され、スタッフの作業時間や資格過誤による対応が減るこ

とでスタッフの心労が確実に軽減される 

１｜受付業務の負荷を大幅に削減できた事例      

 

クリニックにおける導入事例とＱ＆Ａ ４｜ 
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（１）オンライン資格確認を導入しようと思った理由 

 Ｂ眼科クリニックは、駅直結で利便性の高いビル内に位置し、年齢を問わずさまざまな

患者が来院します。オンライン事前予約やWeb問診の導入など、患者さん向けに積極的なデ

ジタル化を推進しています。 

 オンライン資格確認を導入しようと思った理由は、マイナンバーカードを持参すれば、

顔認証付きカードリーダーですぐに本人確認ができ、利便性が高いからです。 

 

◆オンライン資格確認を導入しようと思った理由 

●健康保険証だけでは本人確認が不十分なので、マイナンバーカードによる確実な本人確認シス

テムが必要だと感じたから 

●資格情報もその場で確認できるので、数ヶ月も経った後、レセプト返戻による患者とのやりと

りや事務手続きをなくせるから 

 

（２）オンライン資格確認導入による効果 

 患者には積極的なマイナンバーカード利用を促しており、主にマイナンバーカードによ

る資格確認を行っています。マイナンバーカードを持参していない患者には健康保険証に

よる資格確認を行っていますが、来院される患者さんの約半数はマイナンバーカードを利

用しているため、受付の業務量が大幅に減りました。 

 

◆オンライン資格確認導入による効果 

●本人確認がすぐに、また確実にできる点が最も大きい 

●以前はスタッフ３名で行っていた受付業務を、今では１名で回せるほど受付業務の効率化が実

現できた 

●住所や氏名、保険者番号などの情報が自動的に電子カルテに連携されるので、カルテを作成す

る作業が大幅に削減できた 

●マイナンバーカードを診察券の代用として使えるため、マイナンバーカード１枚で済ませる形

に変更し、診察券を発行する手間がなくなった。診察券の発行や電子カルテとの連携などに必

要だったコストが浮いたことも非常に大きい 

  

２｜マイナンバーカード利用を積極的に啓発し、多くのメリットを享受した事例 
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 最後に、医療機関等向けポータルサイトで掲載されているオンライン資格確認に関する

Ｑ＆Ａを一部紹介いたしますので、導入検討の際に参考にしてください。 

 

◆オンライン資格確認に関するＱ＆Ａ 

Ｑ１ 医療機関・薬局では患者のマイナンバー（12桁の番号）を取り扱うのか？ 

Ａ１ 

医療機関・薬局において患者のマイナンバー（12桁の番号）を取り扱うことはない。 

オンライン資格確認では、マイナンバーではなく、マイナンバーカードのICチップ内の

利用者証明用電子証明書を利用する。 

Ｑ２ オンライン資格確認は必ず導入しなければならないか？ 

Ａ２ 
今後、マイナンバーカードを健康保険証として持参する患者が増えるので、全ての患者

が診療等を受けられるよう導入の検討が必要。 

Ｑ３ 患者はマイナンバーカードを持っていればすぐに健康保険証として利用できるか？ 

Ａ３ 

マイナンバーカードを健康保険証として利用するためには、あらかじめ患者がマイナポ

ータルで保険証利用の申込をすることが必要。 

なお、保険証利用の申込をしていない患者が受診した場合には、医療機関・薬局の窓口

において、顔認証付きカードリーダーで簡単に保険証の利用登録ができる。 

Ｑ４ マイナンバーカードの取扱いで気をつけるべきことはあるか？ 

Ａ４ 

医療機関・薬局の窓口ではマイナンバーカードは預からない。 

患者においては、顔認証付きカードリーダーの場合はカードリーダーに置いていただく。

汎用カードリーダーの場合はカードリーダーにかざすとともに受付職員に見せる。 

Ｑ５ 
「窓口でマイナンバーカードは預からない」とのことであるが、障がいのある方などへ

の介助をする際にも認められないのか？ 

Ａ５ 患者の希望により、本人の前で支援を行うことを妨げるものではない。 

Ｑ６ 
レセプトのオンライン請求を利用していないが、オンライン資格確認を始めることは 

できるか？ 

Ａ６ 

オンライン請求の回線環境を導入することで、オンライン資格確認を始めることが可能

となる。オンライン資格確認を行うために回線環境の導入をした場合にも、その回線費

用は医療情報化支援基金の補助対象となる。 

  

３｜オンライン資格確認に関するＱ＆Ａ     
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